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〔
省

令
〕

〇
独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支
援
機
構
の
業

務
運
営
並
び
に
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
財
務
・
国
土
交
通
五
）

J

〔
告

示
〕

〇
適
格
消
費
者
団
体
を
公
示
す
る
件

（
消
費
者
庁
七
、
八
）

K

〇
東
経
百
五
十
八
度
の
対
地
静
止
衛
星
軌
道

に
お
け
る
電
気
通
信
業
務
用
人
工
衛
星
局

の
免
許
の
申
請
期
間
等
に
関
す
る
件

（
総
務
三
〇
四
）

〇
原
戸
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
法
務
四
二
三
）

〇
公
証
人
法
第
七
条
ノ
二
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
指
定
の
件
（
同
四
二
四
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
四
二
五
）

〇
無
償
資
金
協
力
に
係
る
取
極
に
基
づ
く
贈

与
の
供
与
期
限
の
延
長
に
関
す
る
口
上
書

等
の
交
換
に
関
す
る
件

（
外
務
三
八
四
、
三
八
五
）

L

〇
社
会
保
障
に
関
す
る
日
本
国
と
ス
ペ
イ
ン

と
の
間
の
協
定
の
効
力
発
生
に
関
す
る
件

（
同
三
八
六
）

N

〇
ス
ー
ダ
ン
共
和
国
内
の
社
会
的
弱
者
に
対

す
る
食
糧
援
助
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

世
界
食
糧
計
画
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に

関
す
る
件
（
同
三
八
七
）

〇
返
納
を
命
じ
た
旅
券
を
無
効
と
す
る
件

（
同
三
八
八
）

〇
外
国
政
府
の
不
動
産
に
関
す
る
権
利
の
取

得
に
関
す
る
政
令
に
よ
り
財
務
大
臣
の
指

定
す
る
国
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
財
務
二
七
六
）

〇
土
地
区
画
整
理
事
業
の
関
係
図
書
を
縦
覧

に
供
す
る
件
（
国
土
交
通
九
五
二
）

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
一
七
六
〜
一
八
〇
）

〇
海
上
に
お
け
る
水
上
標
的
に
対
す
る
射
撃

訓
練
を
実
施
す
る
件
（
防
衛
一
六
〇
）

Q

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
三
三
四
、
三
三
五
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
九
八
、
九
九
）

R

〇
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
の
役
員
の
氏
名

を
変
更
し
た
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
一
八
七
、
一
八
八
）

〇
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
の
評
価
員
の
氏

名
を
変
更
し
た
件
（
同
一
八
九
）

〔
国
会
事
項
〕

J
I

〔
人
事
異
動
〕

文
部
科
学
省

J
I

〔
皇
室
事
項
〕

J
I

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

近
畿
地
方
整
備
局
公
示（
近
畿
地
方
整
備
局
）

J
I

国
家
試
験

採
用
候
補
者
名
簿
の
有
効
期
間
の
満
了

（
人
事
院
）

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
会
社
更
生
、
再
生
関
係

J
I

会
社
そ
の
他

K
Q

会
社
決
算
公
告

L
J

〇
財

務

省

国
土
交
通
省
令
第
五
号

独
立
行
政
法
人
通
則
法（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）

第
五
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融

支
援
機
構
の
業
務
運
営
並
び
に
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
八
月
二
十
三
日

財
務
大
臣

野
田

佳
彦

国
土
交
通
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

原
口

一
博

独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支
援
機
構
の
業
務
運
営

並
び
に
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支
援
機
構
の
業
務
運
営
並
び

に
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
九
年
財

務

国
土
交

省
通
省
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
三
条
の
見
出
し
中
「
制
限
」
を
「
制
限
等
」
に

改
め
、
同
条
中
「
機
構
は
、」を
削
り
、「
と
法
第
十
七
条
各

号
に
掲
げ
る
業
務
に
係
る
勘
定
と
の
間
に
お
け
る
資
金
の

融
通
を
」
を
「
か
ら
法
第
十
七
条
各
号
に
掲
げ
る
業
務
に

係
る
勘
定
（
以
下
「
他
勘
定
」
と
い
う
。）へ
の
資
金
の
融

通
は
、
既
往
債
権
管
理
勘
定
に
属
す
る
業
務
上
の
余
裕
金

（
当
該
資
金
の
融
通
を
行
っ
た
日
か
ら
そ
の
償
還
期
限
ま

で
の
期
間
を
通
じ
て
同
項
に
規
定
す
る
既
往
債
権
管
理
業

務
（
以
下
単
に
「
既
往
債
権
管
理
業
務
」
と
い
う
。）に
充

て
る
見
込
み
の
な
い
資
金
を
い
う
。）の
額
を
超
え
て
」
に

改
め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

既
往
債
権
管
理
勘
定
か
ら
他
勘
定
へ
の
資
金
の
融
通

は
、
既
往
債
権
管
理
勘
定
か
ら
そ
の
融
通
を
受
け
る
勘

定
へ
の
貸
付
け
と
し
て
整
理
す
る
も
の
と
す
る
。

附
則
第
四
条
中「
法
附
則
第
七
条
第
五
項
に
規
定
す
る
」

を
削
る
。附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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